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基
金
は
、
後
年
度
負
担
軽
減
の
た
め

の
「
減
債
基
金
」
４
億
２
千
万
円
を
は

じ
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
に
沿
っ
て
積

み
立
て
て
い
た
「
地
域
活
性
化
基
金
」

「
病
院
建
設
準
備
基
金
」
な
ど
９
基
金

で
13
億
６
，
６
１
８
万
円
の
取
り
崩
し

を
行
い
ま
し
た
。

　

一
方
、「
財
政
調
整
基
金
」
に

11
億
８
，
１
５
２
万
円
、
特
定
目
的
基

金
に
６
，
５
１
５
万
円
の
積
み
立
て
を

行
い
ま
し
た
。

　
ま
た
、
定
額
運
用
基
金
で
は
、
利
息

分
の
み
の
積
み
立
て
を
行
う
と
と
も

に
、「
土
地
開
発
基
金
」
か
ら
２
億
円

を
取
り
崩
し
ま
し
た
。

元
金
の
償
還
額
以
内
に
抑
制
す
る
よ
う

努
め
て
い
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
市
債
の
発
行
は
、
臨
時
財
政

対
策
債
の
ほ
か
一
般
単
独
事
業
債
（
合

併
特
例
事
業
）、
辺
地
対
策
事
業
債
、

過
疎
対
策
事
業
債
、
緊
急
防
災
・
減
災

事
業
債
お
よ
び
災
害
復
旧
事
業
債
に
つ

い
て
行
い
ま
し
た
が
、
こ
れ
ら
は
、
い

ず
れ
も
国
か
ら
の
財
源
補
て
ん
の
割
合

が
高
い
有
利
な
借
入
金
で
す
。

　
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
13
億
24
万
円

で
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源

を
控
除
し
た
実
質
収
支
は
、
８
億
９
，

１
０
７
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し

た
。

　
財
政
指
標
は
、
経
常
収
支
比
率
が
、

前
年
度
に
比
べ
１・
０
ポ
イ
ン
ト
改
善

し
87
・
４
％
、
財
政
健
全
化
判
断
比

率
で
あ
る
実
質
公
債
費
比
率
は
、
前

年
度
に
比
べ
１・
５
ポ
イ
ン
ト
改
善
し

14
・
４
％
、
将
来
負
担
比
率
は
、
前

年
度
に
比
べ
４・
８
ポ
イ
ン
ト
改
善
し

１
４
７・０
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
平
成
24
年
度
末
の
市
債
現
在
高
は
、

前
年
度
に
比
べ
11
億
５
，
６
０
５
万
円

減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
当
該
年
度

に
お
け
る
市
債
の
新
規
発
行
を
、
借
入

財
政
調
整
基
金
に

11
億
円
積
み
増
し

新
規
発
行
を
抑
制

市
債
残
高
を
圧
縮

財
政
状
況
改
善
へ

さ
ら
に
一
歩
前
進

基
金

市
債

収
支

　高島市民病院の整備に併せ、隣接地に災害発生時の地域住
民の緊急避難、被災者の受け入れ等、災害発生時に広範囲か
つ多目的に救護活動等が実施できる災害拠点施設（多目的防
災対策救援救護場）を整備しました。
　支障建物解体　11,621㎡、排水工　702 ｍ、
　舗装工　8,762㎡、外灯設備 11 灯、
　緊急離着陸灯火設備　一式    

平成 24 年度に実施した主な事業
防災拠点施設整備事業　２億６，７４８万円

（▶ P6 へ）

　

財
政
課
　
（
２
５
）
８
１
１
１

　
経
常
収
支
比
率
は
、
人
件
費
や
扶
助

費
、
公
債
費
と
い
っ
た
毎
年
必
ず
発
生

す
る
義
務
的
経
費
が
、
市
税
や
地
方
交

付
税
な
ど
の
毎
年
経
常
的
に
収
入
さ
れ

る
一
般
財
源
額
に
占
め
る
割
合
で
、
自

　
市
の
財
政
状
況
が
良
好
で
あ
る
か
ど

う
か
を
示
す
も
の
の
一
つ
に
財
政
健
全

化
判
断
比
率
が
あ
り
ま
す
。
財
政
健
全

化
判
断
比
率
で
は
、
①
実
質
赤
字
比
率

　
②
連
結
実
質
赤
字
比
率　
③
実
質
公

債
費
比
率　
④
将
来
負
担
比
率　
の
４

つ
の
指
標
を
も
と
に
判
断
し
ま
す
。

　
実
質
公
債
費
比
率
は
、
経
常
的
に
見

込
ま
れ
る
一
般
財
源
収
入
額
（
標
準
財

政
規
模
）
に
対
し
て
、
そ
の
年
度
の
実

質
的
な
公
債
費
負
担
の
大
き
さ
を
示
す

指
標
で
す
。
公
債
費
は
、
市
の
一
般
会

治
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
指
標
の
１
つ
で
す
。

　
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
、
自
由
に
使

え
る
財
源
が
多
い
こ
と
に
な
り
、
財
政

的
に
も
余
裕
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。
一

般
的
に
、
市
町
で
は
75
％
以
下
が
望
ま

し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
全
国
的
に

も
ほ
と
ん
ど
の
自
治
体
が
こ
の
基
準
を

大
き
く
超
え
る
状
況
が
続
い
て
い
ま

す
。

　
高
島
市
も
、
公
営
企
業
へ
の
出
資
の

ほ
か
、
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
に
充
当

す
る
経
常
一
般
財
源
の
増
加
や
、
扶
助

費
の
慢
性
的
な
増
加
に
よ
り
、
高
止
ま

り
の
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

計
か
ら
直
接
返
済
し
て
い
る
額
だ
け
で

は
な
く
、公
営
企
業
会
計
（
水
道
事
業
、

病
院
事
業
な
ど
）
の
公
債
費
に
充
当
す

る
た
め
の
繰
出
金
な
ど
を
含
め
て
算
出

し
て
い
ま
す
。

　
数
値
は
直
近
３
か
年
の
平
均
値
で
、

本
市
は
前
年
に
比
べ
１・
５
ポ
イ
ン
ト

改
善
し
ま
し
た
が
、
依
然
県
内
平
均
を

上
回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き

市
債
の
新
規
発
行
を
抑
制
す
る
な
ど
、

公
債
費
負
担
の
縮
減
に
努
め
て
い
き
ま

す
。

　
将
来
負
担
比
率
は
、
自
治
体
が
将
来

に
支
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
財
政
負

担
（
負
債
）
が
、
毎
年
経
常
的
に
見
込

ま
れ
る
一
般
財
源
収
入
額
（
標
準
財
政

規
模
）
の
何
倍
に
あ
た
る
か
を
示
す
指

標
で
す
。
単
年
度
に
と
ど
ま
ら
ず
、
中

長
期
的
な
視
点
で
の
財
政
状
況
を
表
し

て
お
り
、
将
来
に
財
政
を
圧
迫
す
る
可

能
性
の
度
合
い
を
示
す
指
標
と
い
え
ま

す
。

　
本
市
の
将
来
負
担
比
率
は
、
県
内
市

町
の
中
で
も
高
い
こ
と
か
ら
、
引
き
続

き
市
債
の
新
規
発
行
を
抑
制
し
、
市
債

残
高
の
削
減
に
努
め
る
と
と
も
に
、
職

員
数
の
適
正
化
な
ど
に
よ
り
将
来
負
担

経
費
を
抑
え
な
が
ら
、
将
来
世
代
に
過

度
な
負
担
を
強
い
る
こ
と
の
な
い
よ

う
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

健 全 化 判 断 比 率 の 状 況
（単位：％）

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 県内市町平均 
（H23）

① 実 質 赤 字 比 率 － － － － －
②連結実質赤字比率 － － － － －
③実質公債費比率 19.0 17.1 15.9 14.4 12.0 
④ 将 来 負 担 比 率 158.6 152.9 151.8 147.0 48.2 

経
常
収
支
比
率

財
政
健
全
化
判
断
比
率


